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１ 地域水産業再生委員会 

組織名  岩手県大船渡市盛川流域水産業再生委員会 

代表者名 会 長  佐藤 由也 

 

 

再生委員会の構成員 
盛川漁業協同組合、大船渡市農林水産部水産課 

盛川の環境を守る会、流心会 

オブザーバー 
岩手県(沿岸広域振興局大船渡水産振興センター、沿岸広域

振興局大船渡土木センター、農林水産部水産振興課) 

再生委員会規約及び推進体制は別冊「添付資料」 

 

対象となる地域の範囲及び漁業の種類 

〇盛川流域 

〇内水面漁業(アユ、サクラマス) 

〇組合員数 203 名 

 

２ 地域の現状 

(1) 関連する水産業を取り巻く現状等 

盛川は、２市１町にそびえる霊峰五葉山を水源とし、当市を縦断し大船渡湾に注ぐ

流路 17ｋｍの二級河川である。 

沿岸河川という立地条件から生息する魚種も多い。春先にはアユ、サクラマスの天

然遡上が見られ、毎年県内はもとより県外から釣り人が訪れる。 

【アユ】 

盛川漁業協同組合（以下、「盛川漁協」という。）は、約 0.8ｔ（約 80 万尾）のア

ユ種苗を（一社）岩手県栽培漁業協会から購入。それを自己資本による小規模な中

間育成施設で育成している。育成した種苗は自河川放流及び他河川供給（県内）し

ているが、中間育成施設が盛川中流域に立地していること、さらに河川水を飼育水

としていることから、水温が低く種苗の成長が遅いため、約 4.0ｔ（約 80 万尾）に

しかならない（計画では 8.0ｔを生産）。 

その目減り分を補うために他県から稚アユを購入しており、余計なコストとなっ

ている。 

  盛川のアユの資源については、安定しつつあるが、遊漁者数が H18 年 272 人か

ら H27 年 202 人に減少（盛川年間遊漁券購入者数より）しており、特にも地元の

遊漁者数の減少が顕著となってきている。このことから、盛川漁協では、地元の若

年層に川に興味を持たせるため、街おこしにも繋がるイベントとして「あゆっこま

つり」と称し、アユのつかみ取りを実施し、好評を博していたが、東日本大震災以

降休止している(盛川漁協が被災したこと、県内河川漁協への稚アユ出荷を優先して

いるためイベント用に供するアユが確保できない)。 

  現在、盛川漁協では、震災前の漁協運営に戻そうと、国の補助により漁協施設の

復旧を行ってきたが、アユ及びサクラマスの中間育成施設を新しく整備し、県内河



川漁協への種苗の安定供給と地域活性化(「あゆっこまつり」の復活)を図りたいと

考えているところである。 

  なお、整備する中間育成施設の生産能力はアユ種苗で約 8.0ｔ（約 80 万尾）の生

産を見込んでいる。 

 

【サクラマス】 

盛川漁協では毎年ヤマメ(降海型)稚魚 0.4ｔ（約４万尾）を放流しており、近年で

は春・秋の年２回、天然遡上群が確認されるようになっている。 

しかし、河川整備、復旧工事等により、転石の起こりにくい「はまり石」だらけ

の河床が拡大しており、サクラマスをはじめ内水面魚種の生息環境が悪化しつつあ

る。 

 

アユやサクラマスは、自然界での再生産による資源増大が十分見込まれる魚種で

あり、河床の耕転等の魚類の生息しやすい環境の整備が急務となっている。 

 

(2) その他の関連する現状等 

【アユ】 

・ 岩手県内の各河川漁業協同組合では毎年 23.0ｔ～24.0ｔの稚アユを必要として

いるが、県内生産だけで全ての需要を満たすことができていない。 

 

【県内での生産】 

二戸市の内水面漁協 約 14.0ｔ 

盛川漁協 約 8.0ｔ（自家生産約 4.0ｔ＋県外移入約 4.0ｔ） 

民間１社 約 2.0ｔ 

3 社合計 約 24.0ｔ 

 

生産不足分については、コスト高になる他県からの種苗購入に頼らざるを得な

い状況となっており、岩手県内での生産体制の構築が急務となっている。 

 ・ 民間企業により盛川で育った子持ちアユが「宝鮎」としてブランド化され、「宝

鮎たまごのオリーブオイル漬け」などの加工商品も開発され現在販売が行われて

いる。 

 

【サクラマス】 

サクラマスは、岩手県から「サクラマス資源造成方針」が示されており、岩手県

内水面漁業協同組合連合会傘下の 26 組合もこの方針に賛同している。各組合では、

岩手県内のサクラマス資源を保全するとともに遊魚対象魚種として普及させ、遊漁

券の売上増を目指したいと考えているところである。 

 



３ 活性化の取組方針 

(1) 基本方針 

低迷している盛川全域の水産業の振興を図り、水産業の持続的な発展及び活力ある

地域の発展に寄与するため、下記の基本方針により施策を実行し、漁協の所得向上と

地域の活性化を図る。 

 

(1) 漁業収入向上のための施策 

① 中間育成施設の整備と放流 

盛川漁協は、盛川本流域にアユ・サクラマスの中間育成施設(施設機能：アユ

約 8.0ｔ（約 80万尾）生産、サクラマス稚魚(ヤマメ)約 0.5ｔ（約５万尾）生産)

を平成 28年度に整備し、稚魚放流を行う。 

【アユ】 

・自河川放流約 1.0ｔ（約 10万尾）を維持する。 

・岩手県内の内水面漁協への自家生産による供給量を、現在の約 3.0ｔ（約 30

万尾）から約 7.0ｔ（約 70万尾）に増やし、漁協所得の向上と経営安定を図

る。 

 ・遊漁者から要望の高かった地場産オトリアユの供給を行い、漁協所得の向上

を図る。 

 

【サクラマス】 

・サクラマス種苗の自河川放流量を増やし(現在の約 0.4ｔ（約４万尾）を約

0.5ｔ（約５万尾）へ)、サクラマス資源の増大と漁協の所得向上を図る。 

 

② 自然再生産によるアユ資源量の増大 

  盛川漁協は、自然再生産によるアユ資源を増大させるために、河川環境のなか

で産卵床となる河床面積の拡大を遊漁者と共に図る。 

・産卵床として可能性のある河床を掻き起こし産卵床を整備する。 

・産卵床整備区間の禁漁措置を行う。 

 

③ 遊漁者数の増加 

  盛川漁協は、遊漁者数の増加を図るため、釣りの楽しさを広くＰＲするため下

記の活動に取組む。 

  ・漁協広報誌やホームページ上での釣り普及に向けた情報や釣果情報の発信。 

・子どもたちと父兄を対象にした「親子釣り教室」の開催。 

・ビギナーや女性アングラーのための「釣り指導会」の開催。 

・釣り大会の開催。 

・川や川魚と触れ合う機会の創出(「あゆっこまつり」の再開)。 

  ・ルール・マナーの啓発活動(水難事故や外来魚放流など)。 

 

④ 地場産オトリアユの販売 

  盛川漁協は、漁協所得の向上を図るため、中間育成施設の余剰生産分を地場産



オトリアユとして販売を行う。 

 

⑤ 釣り場環境の整備 

  盛川漁協は、遊漁者と共に、釣りシーズン前に車道から釣り場までのアクセス

の整備や水辺の樹木伐採等の釣り場環境の整備を行う。 

・ゴミ拾い等の河川美化活動も行い、より良い釣り場環境、親水環境の提供を

行う。 

  ・「釣り易い、釣れる川」として遊漁者に広く認知されることを目指す。 

  ・河川管理者と協議し、河川環境・釣り場環境の改善を行う。 

 

(2)  漁業コスト削減のための施策 

① 中間育成施設によるコスト削減 

  【アユ】 

これまで放流稚アユの一部を他県から移入して県内他河川へ供給していた 

が、中間育成施設の整備により、全て中間育成できることから、移入費用の節

減によりコストの削減を図る。 

 

  【サクラマス】 

これまで放流種苗を全て購入していたが、中間育成施設の整備により、漁協

で種苗生産、中間育成を行うことが可能となる。 

サクラマスは、河川により遺伝的に独自の形質を保有しているとのことか

ら、盛川に遡上する親魚を用い種苗生産を行うことで形質の維持を図るととも

に、コストの削減を図る。 

 

② 中間育成技術の研修・習得 

中間育成は、管理方法によって対象生物の死滅率、成長率が大きく変化する。 

成長段階に応じた育成方法を習得することにより死滅率の減少が図られ、効率

的かつ経済的な中間育成が可能となり、また併せて経費の節減につなげることが

できる。 

ついては、岩手県内水面技術センターや民間施設などから中間育成技術の指導

を受け、飼育員のスキルアップを図って効率的かつ経済的な中間育成に取り組

み、経費の節減につなげていく(一層のコスト削減を図るためサクラマスの種苗

生産にも取り組んでいく)。 

 

(2) 漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置 

岩手県内水面漁業調整規則、盛川漁業協同組合漁業権行使規則及び遊魚規則を遵守

して水産資源の保護を図りつつ安定的な漁業活動に努める。 

 

○ アユについては、１月１日～６月 30 日は全面禁漁とし、漁具・漁法について

も規制している。10 月１日以後は、水産資源の保護、培養のため必要な区域にお

いて一部禁漁としている。 



○ ヤマメ等の渓流魚については、３月１日解禁(県内一斉)とし、稚アユ放流に伴

い６月１日からアユ解禁日前日まで本支流全面、全魚種、全漁法、禁漁としてい

る。 

○ サクラマスについては、７月１日～２月末日まで禁漁(県内全域)とし、再生産

対応を講じている。 

 

 

(3) 具体的な取組内容 

  １年目(平成 28 年度)          

   なお、以下の取組内容は、取組の進捗状況や得られた成果等を踏まえ、必要に応じ

て見直すこととする。 

漁業収入向上のた

めの取組 

以下の取組により、基準年平均値に対し 1.5％の収入向上を見

込む。 

 

① 中間育成施設の整備と放流 

盛川漁協は、盛川下流域で水温の高い岩手県大船渡市赤崎

町石橋前地先にアユ・サクラマスの中間育成施設を整備し、

アユ等の資源の増大を図る。 

[施設機能] 

アユ 8.0ｔ（80 万尾）生産 

サクラマス稚魚(ヤマメ) 0.5ｔ（５万尾）生産 

[施設規模] 

敷地面積   2,300 ㎡  

飼育池、ターポリン水槽 

  10ｍ水槽：4 池  

8ｍ水槽：7 池   

6ｍ水槽：7 池 

  3ｍ水槽：2 池    

受水槽：1,075 ㎥    

 

【アユ】 

・盛川漁協は、種苗を購入し、自河川放流約 1.0ｔ（約 10 

万尾）を維持する。 

 

【サクラマス】 

・盛川漁協は、種苗を購入し、自河川放流約 0.4ｔ（約４万 

尾）を維持する。 

 

② 自然再生産によるアユ資源量の増大 

盛川漁協及び漁業者は、自然再生産によるアユ資源を増大

させるために、産卵床として可能性のある河床の掻き起こし



を計画的に毎年５箇所実施することにより産卵床となる河床

面積を増大させ、整備した産卵床整備区間には禁漁措置を行

う。 

 

③ 遊漁者数の増大 

盛川漁協及び漁業者は、遊漁者数の増加を図るため、ヤマ

メやアユなどの解禁時のマスコミ取材の際に、川釣りの楽し

さや醍醐味を広くＰＲする他、釣りの楽しさを広く周知する

方法を検討する。 

また、「親子釣り教室」や釣り経験の浅い遊漁者を対象に行

う「釣り指導会」の開催に向けた検討を行う。 

盛川漁協及び漁業者は、川や川魚と触れ合う機会の創出と

して、東日本大震災後から休止している「あゆっこまつり」

の再開に取り組む。 

盛川漁協及び漁業者は、河川敷を清掃整備並びに適正な数

のアユ種苗を放流して「釣り易い、釣れる川」としての認知

度向上のための取組みを行う。 

 

④ 地場産オトリアユの販売 

盛川漁協は、漁協所得の向上を図るため、中間育成施設の

余剰生産分をオトリアユとして遊漁者に販売するため、遊漁

者から意見を聴取する。 

 

⑤ 釣り場環境の整備 

  盛川漁協及び漁業者は、遊漁者と共に、釣りのシーズン前

に車道から釣り場までのアクセス道の整備や水辺の樹木伐

採、ゴミ拾い等の河川美化活動を行い、より良い釣り場環境、

親水環境等の整備を行う。また、河川管理者と上記環境整備

について協議し、実行していく。 

 

漁業コスト削減の

ための取組 

以下の取組により、基準年平均値に対し 1.1％の漁業コスト削

減を見込む。 

 

① 中間育成施設によるコスト削減 

盛川漁協は、中間育成施設の整備により、他県から移入し

ていたアユ種苗の購入コストの軽減を図る。 

 

② 中間育成技術の研修・習得 

盛川漁協は、岩手県内水面技術センターや民間の技術者な

どから、実技研修等を受け、飼育員のスキルアップを図る取

組みを行う。 



 

活用する支援措置

等 

・産地水産業強化支援事業（種苗中間育成施設） 

・産地水産業強化支援事業（漁場の耕うん、しゅんせつ及び障 

害物等の除去、漁礁） 

・水産多面的機能発揮対策交付金 

 

 

２年目(平成 29 年度)         

漁業収入向上のた

めの取組 

以下の取組により、基準年平均値に対し 1.5％の収入向上を見

込む。 

 

① 中間育成施設の整備と放流 

盛川漁協は、昨年度整備したアユ・サクラマスの中間育成

施設を活用し、アユ約 8.0ｔ（約 80 万尾）の自家生産を開始

する。 

【アユ】 

・種苗を購入し、自河川放流約 1.0ｔ（約 10 万尾）を維持 

する。 

 

【サクラマス】 

・種苗を購入し、自河川放流約 0.4ｔ（約４万尾）を維持す 

る。 

 

② 自然再生産によるアユ資源量の増大 

  盛川漁協と漁業者は、自然再生産によるアユ資源を増大さ

せるために、産卵床として可能性のある河床の掻き起こしを

計画的に毎年５箇所実施することにより産卵床となる河床面

積を増大させ、整備した産卵床整備区間には禁漁措置を行う。 

河川環境のなかで産卵床となる河床面積の拡大を遊漁者と

共に図る。 

 

③ 遊漁者数の増大 

  盛川漁協及び漁業者は、遊漁者数の増加を図るため、釣り

の楽しさを広く周知することを目指し、前年度検討した内容

を基に取組みを開始する。 

  具体的には、次年度の広報用資料として盛川漁協の遊漁実

態調査や写真撮影などを行う。 

  また、川や川魚と触れ合う機会の創出として、東日本大震

災により休止している「あゆっこまつり」の再開に向けて、

資材の確保などの取り組みを行うとともに、ヤマメやアユな

どの解禁時のマスコミ取材の際に、川釣りの楽しさ醍醐味を



広くＰＲし、遊漁者数の増大を図る取組みを引き続き行う。 

  さらに、「親子釣り教室」や釣り経験の浅い遊漁者を対象に

行う「釣り指導会」の開催に向けて、昨年度の検討結果を基

に組合員の中から「釣り指導者」の選出を行う。 

 

④ 地場産オトリアユの販売 

盛川漁協は、地場産オトリアユの供給に向けて、昨年度に

実施した遊漁者意見聴取結果について、分析を行う。 

 

⑤ 釣り場環境の整備 

  盛川漁協は、河川管理者と協議した後、遊漁者と共に、釣

りシーズン前に車道から釣り場までのアクセス道の整備や水

辺の樹木伐採等の釣り場環境の整備を行う。 

 

漁業コスト削減の

ための取組 

以下の取組により、基準年平均値に対し 21.5％の漁業コスト

削減を見込む。 

 

① 中間育成施設によるコスト削減 

中間育成施設の活用により、漁協所得の向上を図る。 

【アユ】 

岩手県内の内水面漁協への約 7.0ｔ（約 70 万尾）の自家生

産種苗供給を開始し、漁協所得の向上と安定を図る。  

 

【サクラマス】 

従来より自河川放流数を増やし、かつ経費の削減を図るた

め、約 0.5ｔ（約５万尾）の種苗生産の実施について検討を行

う。 

 

② 中間育成技術の研修・習得 

  盛川漁協は、岩手県内水面技術センターや民間の技術者な

どから、実技研修等を受け、飼育員のスキルアップを図る取

組みを行う。 

 

活用する支援措置

等 

・産地水産業強化支援事業（漁場の耕うん、しゅんせつ及び障

害物等の除去、漁礁） 

・水産多面的機能発揮対策交付金 

 

 

３年目(平成 30 年度)          

漁業収入向上のた

めの取組 

以下の取組により、基準年平均値に対し 1.9％の収入向上を見

込む。 



 

① 中間育成施設の整備と放流 

盛川漁協は、計画初年度に整備したアユ・サクラマスの中

間育成施設を活用し、アユ約 8.0ｔ（約 80 万尾）の自家生産

を引き続き行う。サクラマスについては稚魚放流を継続する。 

【アユ】 

中間育成施設により生産された種苗を用いて、自河川放流

約 1.0ｔ（約 10 万尾）を維持する。 

 

【サクラマス】 

種苗を購入し、自河川放流約 0.4ｔ（約４万尾）を維持する。 

 

② 自然再生産によるアユ資源量の増大 

盛川漁協と遊漁者は、自然再生産によるアユ資源を増大さ

せるために、産卵床として可能性のある河床の掻き起こしを

計画的に毎年５箇所実施することにより産卵床となる河床面

積を増大させ、整備した産卵床整備区間には禁漁措置を行う。 

河川環境のなかで産卵床となる河床面積の拡大を遊漁者と

共に図る。 

 

③ 遊漁者数の増大 

  盛川漁協は、遊漁者数の増加を図るため、釣りの楽しさを

広く周知する広報戦略として、漁協広報誌の発行やホームペ

ージの見直しを行い、釣り普及に向けた情報や釣果情報の発

信を行う。 

  また、川や川魚と触れ合う機会の創出として、東日本大震

災により休止している「あゆっこまつり」を再開する。 

 さらに、昨年度選出した盛川漁協「釣り指導者」による「親

子釣り教室」、「釣り指導会」をそれぞれ試験的に１度開催す

る。 

 

④ 地場産オトリアユの販売 

盛川漁協は、昨年度に実施した遊漁者意見聴取分析結果を

基に、地場産オトリアユの提供を開始し、漁協所得の向上を

図る。 

 

⑤ 釣り場環境の整備 

  盛川漁協は、河川管理者と協議した後、遊漁者と共に、釣

りシーズン前に車道から釣り場までのアクセス道の整備や水

辺の樹木伐採等の釣り場環境の整備を行う。 

 



漁業コスト削減の

ための取組 

以下の取組により、基準年平均値に対し 23.9％の漁業コスト

削減を見込む。 

 

① 中間育成施設によるコスト削減 

中間育成施設の活用により、漁協所得の向上を図る。 

【アユ】 

岩手県内の内水面漁協への約 7.0ｔ（約 70 万尾）の自家

生産種苗供給を継続し、漁協所得の向上と安定を図る。 

 

【サクラマス】 

従来より自河川放流数を増やし、かつ経費の削減を図る

ため、約 0.5ｔ（約５万尾）の種苗生産の実施について検討

を行う。 

 

② 中間育成技術の研修・習得 

盛川漁協は、岩手県内水面技術センターや民間の技術者な

どから、実技研修等を受け、飼育員のスキルアップを図る取

組みを行う。 

 

活用する支援措置

等 

・産地水産業強化支援事業（漁場の耕うん、しゅんせつ及び障

害物等の除去、漁礁） 

・水産多面的機能発揮対策交付金 

 

 

４年目(平成 31 年度)          

漁業収入向上のた

めの取組 

以下の取組により、基準年平均値に対し 1.9％の収入向上を見

込む。 

 

① 中間育成施設の整備と放流 

盛川漁協は、計画初年度に整備したアユ・サクラマスの中

間育成施設を活用し、アユ約 8.0ｔ（約 80 万尾）の自家生産

を引き続き行う。サクラマスについては稚魚放流を継続する

ほか、種苗生産に着手する。 

【アユ】 

中間育成施設により生産された種苗を用いて、自河川放流

約 1.0ｔ（約 10 万尾）を維持する。 

 

【サクラマス】 

種苗を購入し、自河川放流約 0.4ｔ（約４万尾）を維持す

る。 

 



② 自然再生産によるアユ資源量の増大 

  盛川漁協と遊漁者は、自然再生産によるアユ資源を増大さ

せるために、産卵床として可能性のある河床の掻き起こしを

計画的に毎年５箇所実施することにより産卵床となる河床面

積を増大させ、整備した産卵床整備区間には禁漁措置を行う。  

河川環境のなかで産卵床となる河床面積の拡大を遊漁者と

共に図る。  

 

③ 遊漁者数の増大 

盛川漁協は、遊漁者数の増加を図るため、漁協広報誌の発

行やホームページの構成の見直しを行い、釣り普及に向けた

情報や釣果情報の発信を引き続き行う。 

  また、昨年度開催した「あゆっこまつり」については、開

催経験を活かし、さらに子どもたちに川や川魚と触れ合う機

会の場を提供できるように催事内容の見直しを行いながら開

催する。 

  さらに、昨年度実施した盛川漁協「釣り指導者」による「親

子釣り教室」、「釣り指導会」については、参加者のニーズに

合わせて内容の見直しを行いながら開催する。 

 

④ 地場産オトリアユの販売 

地場産オトリアユの提供を継続し、漁協所得の向上を図る。 

 

⑤ 釣り場環境の整備 

  盛川漁協は、河川管理者と協議した後、遊漁者と共に、釣

りシーズン前に車道から釣り場までのアクセス道の整備や辺

の樹木伐採等の釣り場環境の整備を行う。 

 

漁業コスト削減の

ための取組 

以下の取組により、基準年平均値に対し 23.3％の漁業コスト

削減を見込む。 

 

① 中間育成施設によるコスト削減 

中間育成施設の活用により、漁協所得の向上を図る。 

【アユ】 

岩手県内の内水面漁協への約 7.0ｔ（約 70 万尾）の種苗

供給を継続し、漁協所得の向上と安定を図る。 

 

【サクラマス】 

サクラマス種苗約 0.1ｔ（約１万尾）の種苗生産を試行する

とともに、育成・管理マニュアルを作成する。 

 



② 中間育成技術の研修・習得 

盛川漁協は、岩手県内水面技術センターや民間の技術者など

から、実技研修等を受け、飼育員のスキルアップを図る。 

 

活用する支援措置

等 

・産地水産業強化支援事業（漁場の耕うん、しゅんせつ及び障

害物等の除去、漁礁） 

・水産多面的機能発揮対策交付金 

 

 

 

５年目(平成 32 年度)  

   本年は取組最終年であり、下記の取組を引き続き行うこととするが、目標達成を確

実なものとするようプラン取組の成果を検証し、必要な見直しを行うこととする。 

漁業収入向上のた

めの取組 

以下の取組により、基準年平均値に対し 2.1％の収入向上を見

込む。 

 

① 中間育成施設の整備と放流 

盛川漁協は、計画初年度に整備したアユ・サクラマスの中

間育成施設を活用し、アユ約 8.0ｔ（約 80 万尾）の自家生産

を引き続き行う。サクラマスについては稚魚放流を継続する

ほか、一部種苗の自家生産体制を確立する。 

【アユ】 

盛川漁協は、中間育成施設により生産された自家生産種

苗を用いて、自河川放流約 1.0ｔ（約 10 万尾）を維持する。 

 

【サクラマス】 

盛川漁協は、自河川放流尾数をこれまでの約 0.4ｔ（購入

種苗約４万尾）に、昨年度に種苗生産した約 0.1ｔ（約１万

尾）を合わせて約 0.5ｔ（約５万尾）を放流し、資源の増大

を図る。 

 

② 自然再生産によるアユ資源量の増大 

  盛川漁協と遊漁者は、自然再生産によるアユ資源を増大さ

せるために、産卵床として可能性のある河床の掻き起こしを

計画的に毎年５箇所実施することにより産卵床となる河床面

積を増大させ、整備した産卵床整備区間には禁漁措置を行う。

河川環境のなかで産卵床となる河床面積の拡大を遊漁者と共

に図る。 

 

③ 遊漁者数の増大 

  盛川漁協は、遊漁者数の増加を図るため、漁協広報誌の発



行やホームページの構成の見直しを行い、釣り普及に向けた

情報や釣果情報の発信を引き続き行う。 

「あゆっこまつり」、「親子釣り教室」及び「釣り指導会」

については、継続して実施する。 

 

④ 地場産オトリアユの販売 

盛川漁協は、地場産オトリアユの提供を継続し、漁協所得

の向上を図る。 

 

⑤ 釣り場環境の整備 

  盛川漁協は、河川管理者と協議した後、遊漁者と共に、釣

りシーズン前に車道から釣り場までのアクセス道の整備や水

辺の樹木伐採等の釣り場環境の整備を行う。 

 

漁業コスト削減の

ための取組 

以下の取組により、基準年平均値に対し 21.8％の漁業コスト

削減を見込む。 

 

① 中間育成施設によるコスト削減 

盛川漁協は、中間育成施設の活用により漁協所得の向上を

図る。 

【アユ】 

盛川漁協は、岩手県内の内水面漁協へ約 7.0ｔ（約 70 万

尾）の自家生産種苗供給を継続し、漁協所得の向上と安定

を図る。 

 

【サクラマス】 

盛川漁協は、昨年策定した育成・管理マニュアルと昨年

度の種苗生産経験に基づき、放流用種苗の約 0.5ｔ（約５万

尾）の種苗生産を開始し、次年度の種苗購入経費の節減を

図る。 

 

② 中間育成技術の研修・習得 

盛川漁協は、昨年度に引き続き、岩手県内水面技術センタ

ーや民間の技術者などを現地に招き、実技研修等を受け、飼

育員のスキルアップを図る。 

 

活用する支援措置

等 

・産地水産業強化支援事業（漁場の耕うん、しゅんせつ及び障

害物等の除去、漁礁） 

・水産多面的機能発揮対策交付金 



(4) 関係機関との連携

大船渡市では、水産のまち大船渡として取り組むべき水産施策の指針として「大船

渡市水産業振興計画」を平成 27 年度に策定しているが、同計画案において漁業資源の

確保に関した内容が盛り込まれ、取組みとしてサケ・アユの増殖事業の推進が掲げら

れているところである。 

また、同計画の策定にあたり検討委員会等が設立されているが、当該会議の中で「あ

ゆっこまつり」の再開について委員より意見が出されたところである。 

漁協内においても事業の再開について、組合員より意見が出ていることから、大船

渡市の協力を得ながら実施していきたいと考えているところである。 

４ 目標 

(1) 数値目標

漁業所得向上 300.2％以

上 

基準年 
平成 24～26 年度（平均）： 漁業所得 円 

目標年 平成 32 年度： 漁業所得 円 

(2) 上記の算出方法及びその妥当性

５ 関連施策 

活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

・産地水産業強化支援事業

（種苗中間育成施設）

・産地水産業強化支援事業

（漁場の耕うん、しゅん

せつ及び障害物等の除

去、漁礁）

・水産多面的機能発揮対策

交付金

中間育成施設を整備し、漁協の所得向上を図る。 

河床の転石埋没化を解消しアユ、サクラマスの産卵

場造成を図る。 

構成員である「盛川の環境を守る会」が事業実施主

体となり、環境保全に大きな影響を及ぼす内水面の生

態系の維持・保全・改善のため、河川清掃、ヨシの刈

り払い、魚類モニタリングを行う。 


